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協働かわらばん協働かわらばん
「協働かわらばん」は、新潟県におけるＮＰＯと行政の協働の推進に関する情報をお届けする情報誌です。

ＮＰＯと県職員の意見交換会を開催しました。

加治川ネット２１、里山クリーン新潟、新
発田観光ボランティアガイド、ふるさと奥
山の荘、ユーアンドミーの会

佐渡文化財研究所、トキどき応援団、エ
コひびき、加茂湖湖水再生研究所

参加したNPO

スローライフ小千谷、多世代交流館にな
ニ～ナ、川口地域復興支援センター、木
沢棚田保存連絡協議会

魚沼ゆうき、支援センターあんしん、越
後妻有里山協働機構、ネットワーク雪の
里、雪の都GO雪共和国

２２名

２３名

２１名

３３名

参加者数

都岐沙羅パート
ナーズセンター

新潟ＮＰＯ協会

くびき野ＮＰＯサ
ポートセンター

新潟ＮＰＯ協会

企画・運営

第１回：７月８日、第２回10日十日町地域振興局

第１回：９月５日、第２回11日新発田地域振興局

第１回：７月15日、第２回28日佐渡地域振興局

第１回：７月４日、第２回11日長岡地域振興局

開催時期開催地域

開催地域、参加者数等

協働は、単に行政からＮＰＯに業務を委託するといったようなことではなく、
①双方の主体性、専門性を生かしながら（主体性と専門性が共にある）協働
することにより、②双方にメリットが発揮される（Ｗｉｎ Ｗｉｎの関係）とともに、
③単独で実施するよりも効果が上がることが大切です。（１＋１≧２）

（「ＮＰＯと県職員意見交換会」（長岡、佐渡地域振興局）コーディネーター 金子洋二氏 講義より）
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（「ＮＰＯと県職員意見交換会」（長岡、佐渡地域振興局）コーディネーター 金子洋二氏 講義より）

意見交換の内容は
ファシリテーショング
ラフィックの手法で
まとめられます。

コーディネーターから一言

多世代交流館になﾆ～ナ
さん（長岡地域振興局）

グループワークの様子
（佐渡地域振興局）

ベテランのコーディネータ
がグループワークをリードしていきま
す。（新発田地域振興局）

意見交換の様子
（十日町地域振興局）

新潟ＮＰＯ協会常務理事
金子洋二氏

ＮＰＯと県の協働を推進するため、ＮＰＯと県職員が相互理解を深める取り組みとして、「ＮＰＯと県職員の意見
交換会」を、長岡、十日町、佐渡、新発田の各地域振興局から協力をいただき開
催しました。
今年度は、職員にNPOや協働についてのより具体的なイメージづくりをしてもら

うため、地域振興局管内で活動をしているNPOの方に自身の活動や想いを語っ

ていただいたほか、グループワークで協働についての意見交換を行いました。
また、県よりも身近な協働の現場である市町村職員の皆様にも参加を呼び掛け、

今までこのような機会がなかったので非常に有意義だったとの声をいただきました。

意見交換の模様（長岡地域振興局）



2

「ＮＰＯと行政の協働ルール検討実務者会議」で「協働ルール」の検討を始めました。この実務者会議は有識者、ＮＰＯ関
係者、行政（県・市町村）担当者で構成し、検討した結果を協働マニュアルとしてまとめようというものです。ＮＰＯの多様性
と同様に多彩なメンバーが集まった結果、日程調整も意見調整も苦労していますが、「ＮＰＯと行政が協働する際の実際の
現場で使えるマニュアル」をコンセプトに完成を目指し頑張っていますのでもう少しお待ちください。 （kasa）

編集後記

ＮＰＯと県の協働事例紹介

前回から今まで行われてきた協働事業でモデルとなる取り組み事例を協働の形態毎
に紹介しています今回は「共催」の事例です。

協働の形態

共催とは、行政とＮＰＯの双方が主催者となって共同で事業を行う形態。共催

内 容・留意点協働形態

会議の企画・運営

会議の企画・運営に関する相談及び会議における講演

ＮＰＯ

県民生活・環境部 震災復興支援課（TEL：025-280-5220）担当部・課

復興に取り組む地域住民と支援団体、行政が一堂に会した情報共有により、地域の自主的な活動の促進が
図られるとともに、地域活動に必要な効果的な行政支援策の構築が可能になる。

協働事業
の成果

地域復興交流会議は、平成16年に発生した中越大震災の復興支援団体や復興に取り組む地域住民が一同に会

することにより情報交換やネットワークづくりを行う場として中越復興市民会議を中心に県など関係機関が共催する
形で始められた。

この取り組みは、中越大震災で被災した各地域に生まれた復興への動きを地域住民、関係機関が一体となって促
進し、大きな流れとして地域内外に広めるとともに各地域での活動をネットワーク化し、支え合い、競争しあうことで
活動の活性化を図ることを目的としている。

復興支援に取り組む中越復興市民会議の呼び掛けにより、復興後の地域づくりに向けた住民主体の活動を支援
するという共通目的のため、県ほか支援に取り組む関係団体が協働したもので、ＮＰＯと行政のノウハウと双方のメ
リットを生かした取り組みである。

事業内容

県
役割分担

－ 円事業費

地域復興交流会議事業名

内 容項目

協働事例

「ＮＰＯと県の協働事例集」は、「県庁ＨＰ＞にいがたＮＰＯのページ＞[施策]県のＮＰＯ関連施策について」からダウンロードできます。
アドレス：http://www.pref.niigata.lg.jp/kenminseikatsu/1210093274403.html

新潟県職員の協働に関する意識は？

今年度の「NPOと県職員の意見交換会」の終わりに「ＮＰＯとの協働」に関するアンケートを実施しました。協働
については、87.2%が必要と回答し、協働の意義や必要性についても概ね理解されているとの結果でした。

○あなたは「協働」について、具体的にどのようなことをすることと考えていましたか。（ 複数回答可）
件数

県民ニーズを把握しているＮＰＯ等に事業を委託すること 21
行政課題に取り組んでいるＮＰＯ等に補助金等により支援すること 19
事業実施に当たって、県民の声を聞くためにワークショップを行うこと 15
NPO、行政等異なる主体が役割分担を行い協力して事業を実施すること 59
行政の事業をアウトソーシングすることであり、行政改革の一環 12
よく分からない 7
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 2
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件

○ＮＰＯとの協働が必要だと思う理由は何ですか。（複数回答可）
件数

きめ細かなサービスが可能となり、公共サービスの質が向上する 40
県政運営に県民の声を反映することができる 17
ＮＰＯ活動が活性化し、自ら社会的課題を解決する能力がつく 38
自治体の財政負担の軽減につながる 16
効率的、効果的な施策が実施できる 36
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 3
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○回答数：86件
○この質問は、アンケートの一部です。全体は、後日、ホームページに掲載します。


